
平成２９年度 第１回  
全国健康保険協会熊本支部評議会 

開催日時：平成２９年５月２５日（木）１４：００から１５：３０ 
開催場所：全国健康保険協会熊本支部 ２階会議室 
    （熊本市中央区水前寺１丁目２０－２２水前寺センタービル２階） 
議題 
 １．熊本地震への対応について（その５） 
 ２．インセンティブ制度について 
 ３．その他（報告） 
   （１）．ヘルスター健康宣言事業の進捗状況について 
   （２）．協会けんぽ熊本支部の業務について 
   （３）．平成29年度運営委員会の主な議題･スケジュール(案) 

資料１ 
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議題１ 
 
熊本地震への対応について（その５） 
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１－１．熊本地震への対応 

3 

○ 協会けんぽにおける被災者に対する費用負担等の措置（平成29年３月１日時点） 

事項 内容 
 

28/4/14     
 

7/11 29/2/28を29/9/30まで延長 

医療機関における 
一部負担金等の免除 
（療養費を除く。） 

住宅の全半壊などの被害を
受けた加入者の一部負担金
等の免除について、平成28
年７月31日までとしていた
が、被災状況等を鑑みて、
平成29年２月28日まで延長
(※）。更に平成29年９月
30日まで延長。 

任意継続保険料の 
納付期限延長 

被保険者からの申請に基づ
き、平成28年５月分（納付
期限５月10日）及び平成28
年６月分（納付期限６月10
日）の保険料の納付期限延
長については、平成28年７
月11日で終了。 

（※）平成28年10月以降、免除を受けるためには、保険証のほか、協会けんぽが発行する免除証明書を病院や薬局の窓口で提示する必要がある。 
   このため、協会けんぽでは、平成28年８月から免除証明書を発行している。 
   また、一部負担金等の免除対象となる加入者が、既に病院や薬局の窓口で一部負担金を支払っている場合は、申請により還付する。 
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１－２．一部負担金等免除・還付申請書の受付審査状況 
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【九州ブロックにおける審査支援体制について】 
 ○免除審査：平成２８年８月から平成２８年１０月１４日まで 
 ○還付審査：平成２８年１０月から平成２９年３月２１日まで 
 
【熊本支部における審査体制について】 
 ○免除･還付審査：平成２９年４月から契約職員４名採用、端末を４台増設 

受付件数 審査件数 進捗率 

免除申請書 23,444件 
23,335件 

（39,211枚） 
約99.5% 

還付申請書 13,567件 12,143件 約89.5％ 

【受付審査件数】 （平成29年5月2日現在） 
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議題２ 
 
インセンティブ制度について 
 
全国健康保険協会運営委員会（第83回）資料参照 
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２－１．インセンティブ制度についての評議会及び支部長の意見 
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意見区分 意見内容 意見者 

評価指標の選定 

支部ごとの競争は大事だが、本質は個人の医療費の問題。支部単位ではなく個人単位で考え、受診にポイント制の仕組みを導入
してはいかがか。例えば医療機関を受診していないならポイントを付与するなど。 

事業主代表 

反対はしないが、インセンティブを設定するという考えのプロセスがおかしいのではないか。評価指標を達成したら、健康づく
り事業をやりやすくする環境整備をするなどの予算を支部に付ける。プラスマイナス０というのではなく、予算は保険料率算定
の枠外に持っていくべきではないか。 

被保険者代表 

各支部の努力をより一層促す制度。受診率の低い企業に、協会けんぽがより働きかける意味で評価できる。 学識経験者 

取り組んだところはプラスの予算を組むとかがいいのでは。また、これを実施する際の問題も多々あるように思う、全国公平な
基準と実施に向けた手続き、費用対効果も大切でコスト計算が十分になされているかがわからない。加入者に説明がつくのか。 

学識経験者 

後発医薬品の使用割合は医療機関が握っている。これを支部の取り組みとして挙げていいのか。喫煙率等の方が適しているので
はないか。 

学識経験者 

公平公正になる指標を原則とするべきであるが、いづれにしても１００％公平はあり得ないことから最大公約数の指標に落ち着
かざるを得ない。しかし事業者健診データの受入れ率をインセンティブ制度上、同じテーブに乗せるのには検討の余地がある。
事業主にとって労安法と高確法と根拠法律が違い、データの提供依頼に基づく受入れ等と回りくどい仕組みであり、エネルギー
もかかる、またエネルギーと効果において比例するとは限らない。事業主自らのデータ提供を強制するべく法制化するか、本制
度指標から対象として外すかの仕掛けが必要と思う。一例として郵政事業会社の地域集約に伴い加入者（分母）は増えたものの
データ受入れは支部に反映されないなど、いびつな状態になっている。 

支部長意見 

後期高齢者支援金の 
加算・減算の方法 

支部がそれぞれ努力しているメリットを出しやすくするために４案が良いのではないか。何らかの競争、差をつけるのはいいこ
と。機能するように考えてほしい。 

事業主代表 

本制度の狙いは予防・健康づくり等に取り組む保険者を推奨しようとするものであり、最初から保険料率に反映させ差をつける
ことを狙ったものではないと思う。その事実が協会けんぽとしての後期高齢者に対する支援金は変わらず支部間におけるゼロサ
ムである。頑張ったところは報われる、そうでないところはペナルティーを与える。まさしく自由競争の中で思考的には理解で
きても、社会保険制度の仕組みの中で他の方法がありはしないか。ましてや健診等が必ずしも生涯医療費の削減につながると
いった確たる根拠がないといわれている中、減算されるところは良しとしても加算される立場には社会保険としての保険料設定
に法的説明がつくのか疑問にも思う。一層のこと国民健康保険と同様（協会けんぽの場合は準備金の一部を財源として活用～法
的裏付けは必要）「保険者努力支援制度」に類似する制度で努力した支部を奨励する方が健全ではないだろうか。 

支部長意見 

その他 

運用面で実務的に成り立つのか。公平公正かつ簡易な方法で運用できるのか。メタボリックシンドローム該当者などは正確に把
握できるのか。医療機関における受診率の正確な把握はできるのか。詰め方難しいのでは。全国一律の基準が大事。コストがか
かる方法はよくない。 

学識経験者 

上記記載する支部長意見の殆どに関係し、問題化するべきことは加入者・事業主の当事者意識の醸成である。支部職員の行動の
すべてが予防・健康づくりに係るお役立ち競争にあることは当たり前のこととして、支部職員の取り組む姿勢と加入者・事業主
の意識が同一であるかというと永遠の課題である。熊本支部事業主意見にあるように健康づくりに努力している加入者・事業主
間個々に対するインセンティブ問題が出てくることも必至だろう。制度実践に当たっては、本機会を持って当事者意識を醸成さ
せる良い切っ掛けともなるが、加入者・事業主からの問題指摘に対する対応も準備しておく必要がある、すなわち覚悟がいる。 

支部長意見 
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その他（報告） 
 
（１）．ヘルスター健康宣言事業の 
    進捗状況について 
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（１）－１．『ヘルスター健康宣言事業』進捗状況 
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●平成２９年６月１５日に西日本シティ銀行と全国健康保険協会熊本支部とで『中小企業の健康増進への取組みに向け
た相互連携協定』をヘルスター健康宣言のインセンティブの創設を目的として締結予定。 
 
●平成２９年６月２３日に熊本県商工会議所連合会、熊本県商工会連合会、熊本県中小企業団体中央会及び全国健康保
険協会熊本支部とで『健康経営の普及・推進に向けた協力連携に関する協定』を締結予定。 
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（１）－２． ｢健康経営の普及・推進に向けた協力連携に関する協定」 
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日時：平成２９年６月２３日（金） 午後３時～ 
会場：熊本市国際交流会館 ３階 国際会議室 
 
 １ 開会 
 
 ２ 来賓・出席者紹介 
 ３ 協定の趣旨説明 
 ４ 協定書の署名 
 ５ 写真撮影 
 ６ 挨拶 
   熊本県商工会議所連合会 会長 
   熊本県商工会連合会 会長 
   熊本県中小企業団体中央会 会長 
   全国健康保険協会熊本支部 支部長 
 ７ 来賓祝辞 
   熊本県健康福祉部健康局 局長 
 
 ８ 閉会 

＜今後の予定＞ 
①ヘルスター健康宣言の事業
概要、調印式の模様を広報紙
として作成予定。 

≪１２,０００部≫ 
 
②Ｈ２９年７月初旬のヘルス
ター健康宣言勧奨時に広報紙
を同封するほか、各関係団体
に展開し、加入事業所に向け
た『オール熊本』による健康
経営の普及・推進を図る。 
 

＜今後の課題＞ 
健康経営の定着を目指し、
健康宣言事業所への具体的
なフォローアップが必要と
なってくる。 
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その他（報告） 
 
（２）．協会けんぽ熊本支部の業務について 
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（２）－１．協会けんぽの業務 ～加入者・事業主の利益と健康増進を目指します～ 

加入者の 

資格管理 

レセプトと 

現金給付の審査 

及び支払 

保険給付額等 

に見合った 

保険料の設定 

統計情報や 

健康情報などの 

広報活動 

医療の質や 

効率性向上のため 

の意見発信 

保健事業を 

通じた加入者の 

健康管理・健康増進 

加入や脱退に合わせ保険証
の発行や回収を行います。 

健診の推進や加入者の健
康支援、データヘルス計
画を実施しています。 

調査研究の推進、ジェネ
リック医薬品の使用促進
等を行っています。 

効果的なレセプト点検、
現金支給の審査強化など
を行います。 

的確な財政運営と、都道
府県別の保険料率を設定
しています。 

ホームページ運営、印刷物
発行及び配布を行います。 

協会けんぽの 
業務 

11 
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（２）－２．協会けんぽ熊本支部各グループの業務について 
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グループ 業務内容 

企画総務 
事業計画の策定をはじめ、保険運営の企画、広報、データ収集に
基づく医療費分析、組織の運営、人材育成、経費削減の推進など 

保健 
生活習慣病予防健診、特定健診、特定保健指導、健診・保健指導
に関する企画調整、健康づくり事業など 

業務 
健康保険給付申請の相談や審査支払、健康保険証の発行、退職後
の任意継続健康保険、熊本地震に係る免除・還付対応など 

レセプト 
診療報酬明細書（レセプト）の資格点検・外傷点検・内容点検、
医療費情報のお知らせ、第三者行為に係る求償、債権管理など 
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（２）－３．協会けんぽ熊本支部各グループの業務説明スケジュール 
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グループ 
５月 
評議会 

７月 
評議会 

１０月 
評議会 

１２月 
評議会 

１月 
評議会 

３月 
評議会 

企画総務 ○ ○ 

保健 ○ ○ 

業務 ○ 

レセプト ○ 
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（２）－４．企画総務グループの広報戦略 
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＜平成２９年度協会けんぽの広報方針＞ 
 
①協会の取組をタイムリーに加入者・事業主の皆さまにお伝えするため、ホームページやメールマガジン 
 などＩＴ広報ツールを更に活用する。 
②加入者・事業主の皆さまのご理解を得るため、納入告知書同封チラシを活用し、きめ細やかな情報提供 
 を推進する。 
 

＜企画総務グループの広報戦略＞ 
①広報対象者の拡大 
 ・健康保険委員の新規登録者数を伸ばす 
 ・メールマガジンの新規登録者数を伸ばす 
 ・ホームページアクセス件数を伸ばす 
②きめ細やかな情報提供 
 ・納入告知書同封チラシなど加入者・事業主の皆さまへ情報が確実に渡るよう、 
  事業所に対して情報の回覧や掲示を呼びかける 
 ・魅力あるホームページやメールマガジンの作成を行う 
 ・社会保険事務説明会（６月）、健康保険委員実務研修会（９月）などできめ細やかな情報提供を 
  推進する 
③マスメディア等との連携 
 ・パブリシティ活動の強化として、協会けんぽ熊本支部の取り組みや業務における統計情報・ 
  健康情報を積極的にリリースする 
 ・保険料率の変更やヘルスター認定関係など、有料の広報についても効果的に実施する 
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＜ご参考＞全国健康保険協会健康保険委員規程（抄） 
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（総則） 
第１条 健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号）第２条の２に規定する健康保険委員に関する委嘱の要件、職務など、 
    必要な事項については、この規程に定めるところによる。 
 
第２条 健康保険委員は、全国健康保険協会支部長（以下「支部長」という。）が委嘱する。 
 
（委嘱の要件） 
第３条 支部長は、次の各号に該当する者を健康保険委員として委嘱することができる。 
（１）都道府県内の全国健康保険協会（以下「協会」という。）が管掌する適用事業所の被保険者であること 
（２）社会的信望があり、かつ、協会が管掌する健康保険事業の適正な運営について、熱意と識見を有する者であること 
 
（職務） 
第４条 健康保険委員は、協会と連携協力の下、次の各号の職務を行う。 
（１）協会が管掌する健康保険事業に関する国民の理解を高めるための啓発を行い、並びに協会が管掌する健康保険事業に関する 
   事項につき被保険者からの相談に応じ、及び被保険者に対する助言その他の活動を行うこと 
（２）協会が管掌する健康保険事業の運営やサービスに関して、意見を述べること 
（３）前各号に掲げるもののほか、協会が管掌する健康保険事業の推進に必要な活動を行うこと 
 
（情報提供等及び支援） 
第６条 協会は、健康保険委員がその職務を適切に遂行できるようにするため、必要な情報や助言等の支援を行う。 
 
（健康保険委員の表彰） 
第７条 協会は、健康保険委員の功績がある者に対し、表彰を行う。 

健康保険委員とは 

事業所様と協会けんぽを結ぶパイプ役として、従業員の方へ健康保険事業の周知広報や相談対
応などにご協力いただいております。健康保険法により、全国健康保険協会の定款に規定され、
社会的にも認められた「健康保険サポーター」として、現在では全国で１１万人以上の方が活
躍しています。 
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（２）－５．協会けんぽ熊本支部の広報媒体 
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媒体名 発行 対象 概要 

納入告知書同封 
チラシ 

毎月 加入事業所 
＜発行部数＞約２８，０００部 
＜発行者＞協会けんぽ熊本支部 
＜規格＞Ａ４両面Ｈ２９．６月から２色刷り 

メールマガジン 毎月 登録者 
＜配信件数＞約２，８００件 
＜発行者＞協会けんぽ熊本支部 
＜規格＞電子メール 

社会保険くまもと 
掲載記事 

隔月 会員事業所 
＜発行部数＞約１２，０００部 
＜発行者＞熊本県社会保険協会 
＜規格＞Ａ３片面４色刷り 

スマイルけんぽ 四半期 健康保険委員 
＜発行部数＞約３，０００部 
＜発行者＞協会けんぽ熊本支部 
＜規格＞Ａ３両面２色刷り 
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（２）－６．平成２９年度 協会けんぽ熊本支部 年間広報スケジュール 
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実施月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

納入告知書
同封チラシ

・健診等の申込み

・29年度被扶養者資格

再確認業務の周知

（※）

・29年度被扶養者資格

再確認業務の周知

・保健指導の案内

（※）

・マイナンバー記載時

の注意点

・住所変更届提出のお

願い

・29年度被扶養者資格

再確認業務の周知

・特定保健指導利用者

の血液検査等検査につ

いて

・ヘルスター健康宣

言、認定について

・平成29年8月からの

高額療養費制度改正の

周知

・健康保険委員研修の

案内

・ヘルスター健康宣

言、認定について

・三団体との協定締結

について

・西日本シティ銀行と

の協定締結について

・平成28年度事業報告

及び決算の周知（※）

・ジェネリック医薬品

軽減額通知（１回目）

の実施

・協会けんぽウォーク

開催の案内

・届書・申請書作成支

援サービスの案内（限

度額適用認定証の利用

促進案内と抱き合わ

せ）

・特定健診受診直送に

係る住所変更届の提出

依頼（※）

◆郵送不能は事業所経

由となる、住所変更の

必要性高

・セルフメディケー

ション税制（健診勧奨

を兼ねる）

・ヘルスター認定、宣

言の案内

・第三者行為傷病届の

提出

・熊本地震にかかる一

部負担金免除期間の延

長または終了について

・健康経営について

・住所変更届提出のお

願い

・保健指導の案内

（※）

・健診の案内（※）

・ジェネリック医薬品

の軽減額通知（2回目）

実施

・30年度健診申込み、

特定健診受診券直送・

情報提供サービス利用

に関する事前案内

（※）

・ジェネリックセミ

ナー開催の案内

・喪失後受診の防止

・証返納の促進

・資格取得者への特定

疾病療養受領証・限度

額適用認定証の申請の

促進

・任意継続の案内

メール
マガジン

・ネットプリントの案

内（没）

・患者申出療養（没）

・被扶養者の健診デー

タ提供依頼（没）

・生活習慣病予防健診

の申し込みの案内

・マイナンバー記載時

の注意点

・住所変更届提出のお

願い

・熊本地震の還付につ

いて（早めの申請を）

・29年度被扶養者資格

再確認業務の周知

・生活習慣病予防健診

予約状況サービスのご

案内

・セルフメディケー

ション税制（健診勧奨

を兼ねる）

・情報提供サービス利

用促進

・事業所データ取得の

推進

・届書・申請書作成支

援サービスの案内（限

度額適用認定証の利用

促進案内と抱き合わ

せ）

・ジェネリック医薬品

軽減額通知（１回目）

の実施

・協会けんぽウォーク

開催の案内

・特定健診受診券直送

に係る住所変更届の提

出依頼

・熊本地震にかかる一

部負担金免除期間の延

長または終了について

・セルフメディケー

ション税制（健診勧奨

を兼ねる）

・ジェネリック医薬品

の軽減額通知（2回目）

実施

・28年度健診申込み、

特定健診受診券直送・

情報提供サービス利用

に関する事前案内

・医療費通知

・30年度保険料率の改

定

・セルフメディケー

ション税制（健診勧奨

を兼ねる）

・喪失後受診の防止

・証返納の促進

・任継取得手続き方法

の周知

社会保険
くまもと

・マイナンバー記載時

の注意点

・患者申出療養制度に

ついて

・禁煙外来について

・かかりつけ医・かか

りつけ薬局（没）

スマイル
けんぽ

・29年度被扶養者資格

再確認業務の周知

・保健指導の案内

・届書・申請書作成支

援サービスの案内（申

請書全般の案内）

・健康保険委員表彰者

の掲載

ホーム
ページ

・三団体・西日本シ

ティ銀行との協定締結

について（協定締結後

掲載）

・ヘルスター健康宣言

（バナー変更）

・ヘルスター認定２０

１７

・健康保険委員表彰式

ニュース
リリース

・【無料】県内協会け

んぽ　ジェネリック７

割突破

　2017/04/03　掲載

熊本日日新聞社

・【無料】三団体・西

日本シティ銀行との協

定締結について（６月

頭掲載）

・【無料】ヘルスター

健康宣言

・【無料】免除、延長

または終了について

・【有料】ヘルスター

認定２０１７

・【無料】免除、延長

または終了について

・【有料】ヘルスター

認定２０１７

・【有料・無料】保険

料率の変更

・【有料】ヘルスター

認定２０１７

・【有料・無料】保険

料率の変更

☆現時点で追加予定の広報項目

≪広報時期未定≫

・傷手・出手の申請時の注意点（随時）
・健康経営セミナー、県とアクサ生命と共同実施

・支部間インセンティブについて

・傷病手当金と年金との調整

・柔道整復施術受診についての正しい知識

※制度改正に係る広報については、本部より別途連絡あり

済 済

済

済

済

済

済

平成２９年度の重点事項 
○事業主・加入者の皆様へ 
 イ ン セ ンティブ制度  
 を 積 極 的に周知 ･ 広報  

 
○メディアへの情報発信・ 
 パ ブ リ シティ の強化  
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（２）－７．熊本支部２８年度健康保険委員新規登録者数推移 
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【協会けんぽ全体で『被保険者カバー率※』の向上を目標】 
  ※支部加入被保険者に対する健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数割合 
 

○熊本支部でもこの『被保険者カバー率』を伸ばす取組を平成２９年度以降も継続的に実施 
○平成２８年度の熊本支部における被保険者カバー率は４３．０％（Ｈ２８．１２月末時点） 
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新規登録者数 １か月で１５１名増 

≪主な取り組み≫ 
●社会保険事務講習会で勧奨チラシ配付 
●新規適用事業所へ勧奨 
●ヘルスター認定事業所へ勧奨 
●納入告知書同封チラシへ案内掲載 
●勧奨チラシ見直し（１１月） 
●被保険者１００名未満事業所へ文書勧奨の 
 のち、電話勧奨を実施（１２月以降） 
 
 
Ｈ２８．１０月まではひと月平均７件の新規登録
数だったが、Ｈ２８．１１月に勧奨チラシを見直
し、Ｈ２８．１２月から電話勧奨も実施したこと
が功を奏し、新規登録者数が大幅に増加。 
Ｈ２８．１２月：１５１名 
Ｈ２９． １月：１３４名 
     ２月：１０２名 
     ３月：  １名（勧奨未実施） 
 

※総委嘱者数２，７５３名 
（Ｈ２９．３月末時点） 

１年間で４４１名増 名 
熊本支部２８年度健康保険 
委員新規登録者数推移 
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（２）－８．熊本支部２８年度メールマガジン新規登録会員数推移 

 

【協会けんぽ全体で新規登録者数１３，０００件を目標】 → 達成 
 

 ○２８年９月よりメールマガジン配信再開 
 ○熊本支部の目標件数は３月末までに２１０件 
 

目標値を大きく上回り 

１，１７５件を達成！！ 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

新規登録者数 

１年間で１,１７５件増 

１２月時点で本部数値目標達成！ 
９月メルマガ再開 

達成率：５５９.５％ 
（全国１位） 

≪主な取り組み≫ 
●平成２９年９月２０日メルマガ再開 
●メルマガチラシの作成 
●メルマガチラシを熊本地震にかかる一部負担 
 金免除証明書送付時に同封 
●新しく期限を延ばした免除証明書送付時に 
 同封（平成２９年２月） 
●健康保険委員勧奨の際にチラシ同封 
●ヘルスター健康宣言エントリーシートへのメ 
 ルマガ申込みを組込み 
●新聞掲載時にメルマガ案内掲載    など 

登録者属性 Ｈ２９．３月末時点 

健康保険委員 ９１８件 

一般被保険者 １，００３件 

任継被保険者 ４７件 

被扶養者 １３４件 

事業主 ３２８件 

その他 １７９件 

登録者数計 ２，６０９件 

熊本支部２８年度メール 
マガジン新規登録会員数推移 

件 

19 
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（２）－９．協会けんぽ熊本支部の総務・財務業務 
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業務名 概要 

組織の運営 
支部事業計画の策定・進捗管理、 
コンプライアンス・個人情報保護等の徹底、 
事務処理誤りの発生防止 

人材育成 ＯＪＴ研修の実施、本部・支部集合研修の実施 

予算・実績管理 
支部予算実施計画等の策定・執行 
支部予算（特別計上に係る経費等）の策定・執行 

経費削減の推進 業務改善によるコスト削減（外部委託含む） 
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その他（報告） 
 
（３）．平成29年度運営委員会の主な議題･ 
    スケジュール(案) 
 



Copyright ⓒ Japan Health Insurance Association. All right reserved. 

（３）－１．平成２９年度運営委員会の主な議題・スケジュール（案） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

●運営委員会の開催
●支部評議会の開催 ●

●
●

● ●
●

● ●
●

●
●

●
●

議
題
等

28年度決算・事業
報告

○

30年度保険料率

30年度事業計画

30年度予算

第３期アクション
プランの検証結果
の報告・次期アク
ションプランに向
けた課題の整理

第２期データヘル
ス計画の策定に係
る検討

インセンティブ制
度の本格実施への
検討

第３期特定健康診
査等実施計画の策
定に係る検討

政府・国の動き

概算要求 予算編成

28’決算 30’料率

各種審議会：医療保険部会（医療保険制度の見直し、データヘルス改革）、
中央社会保険医療協議会（診療報酬等の見直し）、介護給付費分科会（介護報酬の見直し）等

22 


